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表２.４ 1997 年から 10 年間の地震発生状況 
震度 3 4 ５弱 ５強 ６弱 ６強 7 
1997年 129 30 5 4 1 0 0 
1998年 118 27 1 0 1 0 0 
1999年 81 20 3 0 0 0 0 
2000年 1133 312 30 8 6 1 0 
2001年 110 28 5 3 1 0 0 
2002年 95 24 4 0 0 0 0 
2003年 191 63 2 0 5 1 0 
2004年 217 77 12 11 2 2 1 
2005年 122 38 4 5 2 0 0 
2006年 113 25 3 0 0 0 0 
平均(/年) 230.9 64.4 6.9 3.1 1.8 0.4 0.1 






発生日時 発生地域 最大震度 停止台数 物損台数 
2005/07/23 16:35 千葉県北西部 ５強 64,000 44 
2005/08/16 11:46 宮城県北西部 ６弱 16,200 99 
















































































































































































































　ID 全高 納入年 住所...
1428 120  1984  中央区





34.32 134.13       47



























































































































































































































































































































































































総数 17,309 台のうち，乗りかごを電動巻上機で上下させるロープ式エレベーターが 15,081 台，
油圧により上下させる油圧式エレベーターが 2,228 台であった。一方，被害を受けたエレベータ















































項      目 ロープ式 油圧式 合計 
兵庫県・大阪府における調査対象エレベーター総数 15,081 2,228 17,309 




    表４.２ エレベーター被害内容の機器別分類による内訳 
 被害を受けた機器名   主な被害内容  件数 比率 [%] 
 つり合おもり   脱レール，レール曲損 136 12.3 
 調速器ロープ  断線，引っ掛り，キンク 126 11.4 
 ポジテクタ  破損  92 8.3 
 ハッチドア   曲損，破損  79 7.1 
 かご   脱レール  68 6.1 
 冠水   －  66 6.0 
 主ロープ   引っ掛り，外れ  65 5.9 
 レール   曲損  51 4.6 
 テールコード   断線，引っ掛り，絡まり 47 4.2 
 巻上機   位置ずれ，転倒  44 4.0 
 制御盤   転倒  36 3.2 
 キャッチ   キャッチ動作  30 2.7 
 遮蔽板   曲損  29 2.6 
 油圧ユニット   油漏れ  27 2.4 
 三方枠   曲損，ずれ  26 2.3 
 電動発電機   位置ずれ  15 1.4 
 コンペンチェーン   引っ掛り，切断  14 1.3 
 係合子   外れ，破損  13 1.2 
 その他   －  145 13.1 



















































































































観測地点 観測組織＊ 経度 緯度 最大加速度 [gal] 備考 
Himeji CEORKA 134.711 34.8318 189  
Shikama CEORKA 134.682 34.7955 253  
Kakogawa JR 134.841 34.764 229  
Nishiakashi JR 134.964 34.6632 481  
Takatori JR 135.138 34.6478 616  
Fukiai OG 135.199 34.7041 833  
Shinkobe JR 135.198 34.7024 561  
Kobe Univ. CEORKA 135.238 34.7247 447  
Kobe CEORKA 135.286 34.7231 775 振切れ
Nishinomiya OG 135.341 34.7305 792  
Takarazuka JR 135.342 34.8077 601  
Amagasaki CEORKA 135.408 34.7239 328 振切れ
Senri OG 135.509 34.8005 312  
Shin-osaka JR 135.504 34.7318 243  
Fukushima CEORKA 135.446 34.6797 212  
Hokko OG 135.432 34.6639 266  
Abeno CEORKA 135.52 34.6336 226  
Morikawachi CEORKA 135.572 34.6778 210  
Yae CEORKA 135.61 34.6802 155  
Iwasaki OG 135.564 34.6303 185  
Kawachi OG 135.57 34.7313 177  
Shijonawate OG 135.635 34.7352 224  
Shintakatsuki JR 135.614 34.8454 323  
Hashiramoto OG 135.633 34.8606 251  
Onji OG 135.622 34.6211 169  
Fujiidera OG 135.59 34.5716 149  
Sakai OG 135.484 34.5703 173  
Sakai CEORKA 135.467 34.5562 150  
Izumi1 OG 135.412 34.501 178  
Tadaoka CEORKA 135.403 34.488 290  
Izumi2 OG 135.326 34.4059 240  
Chihaya CEORKA 135.631 34.4364 111  
Matsue OG 135.145 34.2416 180  
Nakanoshima OG 135.188 34.2376 126  
Heijo OG 135.781 34.701 142  
Fushimi OG 135.769 34.9411 206  
Higashiyama JR 135.784 34.9787 113  
Kusatsu OG 135.95 35.0019 6  
Ritto JR 135.952 35.0184 67  
（日本建築学会；兵庫県南部地震災害調査緊急報告会資料より） 




























































































































































































































































































































































































 エレベーターの耐震設計・施工指針によれば，全高 60m 以上のものは高層ビル用エレベーター
として扱われ，一般のビル用エレベーターとは異なる耐震基準が設定されている。また，既に述
べたように全高 30m 未満のエレベーターが全体の約７割を占めることから，全高 30m 以上のエレ
ベーターは通常よりやや高めのエレベーターとして分類することができる。そこで，図４.１６で
は大阪地区におけるエレベーターを 30m 未満，30m 以上 60m 未満，及び 60m 以上の三つのグルー
プに分けて被害発生率を計算した。図から明らかなように，全高 60m 以上と未満では極端に被害

































































































































































表４.４ 旧法対応エレベーターの 200gal 未満全高別被害内訳 
30m未満  30m以上60m未満 60m以上 
被害を受けた機器名 件数  被害を受けた機器名 件数 被害を受けた機器名 件数 
 ポジテクタ  4  調速器ロープ  29  ポジテクタ  25 
 調速器ロープ  4  ポジテクタ  24  調速器ロープ  12 
 制御盤  3  遮蔽板  8  遮蔽板  7 
 巻上機  3  つり合いおもり  7  主ロープ  1 
 遮蔽板  2  キャッチ  4  その他  1 
 塔内  1  レールブラッケット  4   
 キャッチ  1  ハッチドア  3   
 つり合いおもり  1  電動発電機  3   
 その他  1  主ロープ  2   
   テールコード  2   
   アンカーボルト  2   
   コンペンチェーン  1   
   階床選択機  1   
   係合子  1   
   巻上機  1   
   その他  8   
 合計  20  合計  100  合計  46 
 
表４.５ 新法対応エレベーターの 200gal 未満全高別被害内訳 
30m未満  30m以上60m未満 60m以上 
被害を受けた機器名 件数  被害を受けた機器名 件数 被害を受けた機器名 件数 
 つり合いおもり  3   調速器ロープ  3  主ロープ  18 
 ガイドシュー  1   主ロープ  2  調速器ロープ  2 
    つり合いおもり  1  レールブラケット  2 
      遮蔽板  1 
      かご  1 
      キャッチ  1 
      つり合いおもり  1 
      その他  4 

















 一方，表４.４，４.５に示した大阪地区における被害内訳を合計すると，調速器ロープが 50 件，













ね 250gal 以下の領域でロープ類とポジテクタ・遮蔽板，250～400gal の領域でつり合い重り，
400gal を超える領域でハッチドアやかごの被害が発生しはじめると推定することができる。 
 

























調速器ロープ 主ロープ テールコード ポジテクタ 遮蔽板
つり合い重り ハッチドア かご 巻上機 制御盤















協会により検討された。具体的には，全高 60m 未満のエレベーターにおいて現状 120gal に設定さ
れている感知レベルを 150gal に引き上げることが検討されている。地震感知器は機械室に設置さ
れているので，これらの値は地上でのレベルに換算すると 30gal および 38gal 程度になると考え
られる。 































































shutdown ratio curve）を得ることができる[56]。 
一方，同じく保守記録データに含まれる物損被害記録を用いることにより，物損が発生し始め
る地動加速度（物損発生限界=damage occurrence criterion）を得ることができる。これより，感知












































発生日 １９９８年８月２９日 １９９８年１１月８日 






震源深さ 70km 80km 
マグニチュード 5.4 4.9 
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2
2  （５.１） 
を拘束条件 
   g x y Sk k k( , ) =   ( )k m= 1L  （５.２） 
  （但し，( , )x yk k は k番目の観測点の座標，Skは k番目の観測点の観測値，ｍは観測点の総数） 
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Compensated Ground Motion Acceleration [cm/s2] 
Compensate  Ground Motion Acceleration [cm/s2] 
Compensate Gr und Motion Acceleration [cm/s2] 
－70－ 
 
表５.２ 感知器作動時の平均的地動加速度 g  
エレベーター種別 g  [cm/s2] 
油圧式        86 (21)＊ 
ロープ式(２～１０階床）        85 (24) 




















○ - Hy draulic
▲ - Rope(2-10 stories)
△ - Rope(11-20 stories)







































油圧式 60 105 
ロープ式（２～１０階床） 120 212 






















油圧式 199 29 85 [%] 
ロープ式（２～１０階床） 738 177 76 [%] 
ロープ式（１１～２０階床） 241 73 70 [%] 






































































種別 （特低）設定 （低）設定 （高）設定 備考 
ロープ式６０ｍ以下 ８０ １２０ ２００ 平成１１年４月以前 
ロープ式６０ｍ以下 ８０ １５０ ２００ 平成１１年４月以後 















































































































































































































地震発生日 1998 年 8 月 29 日 8 時 46 分 1998 年 11 月 8 日  21 時 40 分 
震源位置 北緯 35 度 36 分，東経 140 度 0 分 北緯 35 度 36 分，東経 140 度 0 分
震源深さ 70 km 80 km 
マグニチュード 5.4 4.9 
東京地方震度 4 3 
エレベーター停止台数 1,010 台＊ 951 台＊ 














































































































































































































































































































































































































地震波 感知器作動加速度 感知器作動ＳＩ値 卓越周波数
No. 
観測点ｺｰﾄﾞ 発生日 方向 [cm/s2] [cm/s] [Hz] 
1 KNG001  98.8.29 (EW) 162  8.7  5.0 
2 SIT011  98.8.29 (EW) 157  10.5  1.1 
3 TKY007  98.8.29 (NS) 147  4.3  5.0 
4 TKY007  98.11.8 (NS) 157  5.3  4.0 
5 KNG001  98.11.8 (NS) 153  5.4  5.5 
6 SIT011  98.11.8 (EW) 181  7.0  3.5 
7 KNG001  96.12.21(EW) 170  11.3  1.5 
8 SIT011  96.12.21(EW) 173  9.8  1.1 
9 TKY007  96.12.21(EW) 157  6.8  4.0 
10 SIT011  97.8.9  (NS) 160  13.6  1.1 
11 CHB002  98.8.29 (EW) 171  3.8  6.5 
12 SIT013  98.8.29 (NS) 183  12.1  3.5 
13 CHB002  98.11.8 (EW) 177  5.2  6.0 
14 TKY007  98.8.29 (NS)(*1) 198 3.3  8.0 
15 CHB002  98.8.29 (EW)(*1) 329 4.8  10.4 
16 KNG001  98.11.8 (NS)(*1) 251 4.7  8.8 
17 TKY007  98.8.29 (NS)(*2) 315 3.8  10.0 
18 CHB002  98.8.29 (EW)(*2) 358 5.0  13.0 
19 KNG001  98.11.8 (NS)(*2) 296 3.7  11.0 

























  Ｋ－ＮＥＴ観測点 




















































































































































































































1 東京都東部  5 月 27 日 23:53 35 42 139 42 42 4.0 
2 千葉県南部  6 月 29 日 11:01 34 57 139 53 60 5.2 
3 千葉県北部  7 月 20 日 13:31 35 46 140 7 81 4.3 
4 神奈川県西部 10 月 4 日 2:56 35 29 139 5 24 4.3 
5 北海道東方沖 10 月 4 日 22:22 43 22 147 43 23 8.1 
6 茨城県南西部 11 月 4 日 19:06 36 4 139 55 59 4.5 
7 東京都西部 12 月 19 日 15:54 35 50 139 12 16 4.4 
1994 
8 三陸遥か沖 12 月 28 日 21:19 40 26 143 45 0 7.5 
9 東京湾  1 月 1 日 5:52 35 37 140 6 76 4.8 
10 岩手県沖  1 月 7 日 7:37 40 18 142 32 30 6.9 
11 茨城県南西部  1 月 7 日 21:34 36 17 139 59 70 5.4 
12 茨城県南西部  1 月 8 日 4:28 36 19 139 58 72 4.6 
13 茨城県沖  1 月 10 日 3:00 35 56 141 26 45 6.2 
14 千葉県北部  2 月 7 日 4:23 35 54 139 52 68 4.0 
15 千葉県北部  3 月 10 日 2:25 35 45 140 15 74 4.3 
16 茨城県南西部  3 月 23 日 7:24 36 6 40 1 58 5.1 
17 茨城県中部  4 月 12 日 14:23 36 27 140 37 52 4.6 
18 東京湾  5 月 20 日 3:23 35 16 139 46 89 4.6 
19 相模湾  7 月 3 日 8:53 35 6 139 30 120 5.6 
20 茨城県南部  7 月 30 日 3:24 35 54 140 36 50 5.0 
21 茨城県南部  8 月 27 日 14:32 36 6 140 3 69 4.6 
22 千葉県北西部  9 月 26 日 20:45 35 34 140 8 79 4.4 
23 茨城県南部 10 月 12 日 15:03 36 2 139 57 48 4.3 
24 茨城県南部 11 月 5 日 13:12 36 5 139 55 50 4.3 
1995 
25 東京地方 11 月 12 日 6:01 35 41 139 30 49 4.5 
26 福島県沖  2 月 17 日 0:22 37 19 142 32 51 6.6 
27 山梨県東部  3 月 6 日 23:53 35 24 138 54 20 5.8 
28 千葉県北西部  4 月 6 日 5:12 35 32 140 5 78 4.2 
29 山梨県東部  8 月 9 日 3:16 35 30 138 54 20 4.7 
30 茨城県沖  9 月 11 日 11:37 35 7 141 3 30 6.6 
31 山梨県東部 10 月 25 日 12:25 35 5 139 0 30 4.9 
32 千葉県北西部 11 月 24 日 7:40 35 42 140 6 70 4.7 
33 房総沖 11 月 28 日 16:40 34 36 140 18 50 5.5 
1996 
34 茨城県南部 12 月 21 日 10:29 36 6 139 48 40 5.5 
35 静岡県伊豆  3 月 4 日 12:51 34 54 139 06 0 5.6 
36 千葉県北西部  3 月 9 日 21:07 35 36 140 12 80 4.6 
37 愛知県東部  3 月 16 日 14:51 34 54 137 30 40 5.6 
38 茨城県南部  3 月 23 日 14:59 36 00 140 06 70 4.9 
39 千葉県北西部  7 月 9 日 18:29 35 36 140 06 80 5.0 
40 埼玉県南部  8 月 9 日 5:34 35 54 139 30 70 5.1 
41 東京湾  9 月 8 日 8:40 35 36 140 00 110 5.2 
42 茨城県南部 11 月 2 日 7:13 36 06 140 00 40 4.2 
43 千葉県北西部 12 月 6 日 15:40 35 42 140 06 60 4.7 
1997 
44 千葉県北西部 12 月 7 日 8:02 35 42 140 06 60 4.3 
45 千葉県北西部  1 月 14 日 2:17 35 36 140 18 80 5.0 
46 千葉県南部  1 月 16 日 10:58 35 12 140 18 60 4.8 
47 茨城県南部  3 月 8 日 13:46 36 06 139 48 40 4.7 
48 茨城県沖  3 月 23 日 18:37 36 24 141 12 40 5.4 
1998 

































































=     （７.２） 
 
ここで， sxx， syy， sxyはそれぞれｘの分散，ｙの分散，ｘとｙの共分散である。Cxyは－1 から
＋ 1 までの値を取り， xi と yi の関係が y ax b a= + > ( )0 に近づくほど１に近づき，





















































































 Δｄ Hｄ Mｄ Lｄ Ｃｘｙ 
Δｄ 1.00000     
Hｄ 0.27928 1.00000    
Mｄ 0.30952 0.11076 1.00000   
Lｄ 0.98674 0.41668 0.31304 1.00000  































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































震源深さ 震央間距離 [km] 深さの差 [km] Ｍの差 類似性Ｃxy 
６０ｋｍ以下 10.84  8.50  0.6  0.75059  




表７.５ 震源深さ 60km 以下，震央間距離 20km 以下の地震に対する重回帰分析結果 
説明変数 偏回帰係数 定数項 ｔ値 重相関係数 寄与率
Δｄ Hｄ Lｄ Δｄ Hｄ Lｄ 定数項
Hｄ － -0.00010 － 0.75145 － -0.03995 － 27.61274 0.00815 0.00007
Lｄ － － -0.00537 0.83136 － － -2.33791 22.07105 0.43069 0.18550
Δｄ -0.00880 － － 0.84599 -4.15989 － － 32.28469 0.64726 0.41895
























      log A MGi i= +α β    （７.６） 
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1994 6 茨城県南西部 11 月 4 日 19:06 36 4 139 55 59 4.5 
16 茨城県南西部  3 月 23 日 7:24 36 6 40 1 58 5.1 
23 茨城県南部 10 月 12 日 15:03 36 2 139 57 48 4.3 1995 
24 茨城県南部 11 月 5 日 13:12 36 5 139 55 50 4.3 
1996 34 茨城県南部 12 月 21 日 10:29 36 6 139 48 40 5.5 
1997 42 茨城県南部 11 月 2 日 7:13 36 06 140 00 40 4.2 


















































































































































Shutdown elevator estimation block









 地震工学では，ある地点における地動加速度 GA は以下の式で概算できるという考え方が用いら
れることが多い[43]。 
 

















 第７章に述べたように，1994年 5月から 1998年 4月までに SIGNALが観測した 49件の地震
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Calculation of shutdown 
elevators
Region i
Number of rope elevators(high building) = n1
Number of rope elevators(low building)  = n2
Number of hydraulic elevators　    　　　 = n3
Estimated ground acceleration = AG
Number of shutdown 
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